（様式２）

	団体名
	

	事業分類
	※募集要領３（１）①～④の中で該当する事業番号を記載

	担当者名
	

	連絡先
	


※1団体で複数件応募する場合は、案件毎に別葉として下さい。

1． 実施の背景
	○これまでの取組

※平成23年度に公表された「常時啓発のあり方等研究会」最終報告や平成28年度に公表された「主権者教育の推進に関する有識者会議」とりまとめを踏まえ、これまでに取り組まれたものがある場合は記載すること。
　　




2． 提案概要

	○事業の趣旨・目標
※総務省による支援を行う必要性について記載すること。
※本事業の実施により達成しようとする目標について記載すること。
※事業の成果について、他団体へどのような波及効果が期待できるか、また具体的にどのように周知・　　

　普及していくか具体的に記載すること。
　　


	○事業の内容
※予定する事業の内容について、できるだけ具体的に記載すること。　




３．実施計画
	※事業の実施計画について、実施スケジュールを含めできるだけ具体的に記載すること。

（別紙として書類を添付することも可）



４．実施体制
	※教育委員会、明るい選挙推進協議会、NPO法人等との連携・協力を含めた本事業の実施体制について、できるだけ具体的に記載すること。



５．概算見積額
	必要経費概算額
	円


※　様式３と整合させること。
